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法 務 省

検 事 ˆ 松 宏 之

平 成 二 十 二 年 司 法 試 験 （ 新 司 法 試 験 ） 考 査 委 員 に

併 任 す る

併 任 の 期 間 は 平 成 二 十 二 年 十 月 三 十 一 日 ま で と す

る （ 一 月 二 十 九 日 ）

防 衛 省

西 元 徹 也

防 衛 大 臣 補 佐 官 に 任 命 す る （ 一 月 八 日 ）

（ 人 事 教 育 局 人 事 計 画 ・ 補 任 課

長 ） 防 衛 書 記 官 森 佳 美

内 閣 官 房 へ 出 向 さ せ る （ 一 月 十 八 日 ）

（ 装 備 施 設 本 部 副 本 部 長 （ 航 空

機 担 当 ） ） 防 衛 事 務 官 丸 井 博

技 術 研 究 本 部 副 本 部 長 を 命 ず る

（ 長 崎 防 衛 支 局 長 ） 防 衛 技 官 小 川 ø 久

装 備 施 設 本 部 副 本 部 長 （ 航 空 機 担 当 ） を 命 ず る

（ 北 関 東 防 衛 局 企 画 部 長 ） 防 衛

事 務 官 及 川 博 之

北 関 東 防 衛 局 次 長 を 命 ず る

（ 近 畿 中 部 防 衛 局 次 長 ） 防 衛 技

官 古 川 明

長 崎 防 衛 支 局 長 を 命 ず る

（ 独 立 行 政 法 人 駐 留 軍 等 労 働 者

労 務 管 理 機 構 沖 縄 支 部 長 ） 窪 伍 朗

防 衛 技 官 に 任 命 す る

北 関 東 防 衛 局 企 画 部 長 を 命 ず る （ 以 上 一 月 二 十 五

日 ）

産 業

日本工業規格
日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成22

年１月22日に下記の日本工業規格を確認したの
で、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第16

条の規定に基づき公示する。
平成 22年２月２日

国土交通大臣 前原 誠司
記

確認された日本工業規格
航空標識の色 Ｗ8301

諸 事 項

安房南部区域農用地整備事業
における大戸換地区の換地処
分のあった旨の公告

独立行政法人森林総合研究所から安房南部区域
農用地整備事業における大戸換地区の換地処分を
した旨の届出があったので、独立行政法人森林総
合研究所法（平成11年法律第198号）附則第11条
第３項の規定によりなおその効力を有するものと

e 閣 議 決 定 等 事 項 e

（ 内 閣 官 房 ）

一 月 二 十 九 日 （ 金 ）

〇 一 般 案 件 （ 抜 粋 ）

一 、 「 子 ど も ・ 子 育 て ビ ジ ョ ン 」 に つ い て （ 決 定 ）

（ 内 閣 府 本 府 ）

一 、 ゴ ラ ン 高 原 国 際 平 和 協 力 業 務 実 施 計 画 の 変 更

に つ い て （ 決 定 ）（ 内 閣 府 本 府 ・ 外 務 ・ 防 衛 省 ）

〇 国 会 提 出 案 件 （ 抜 粋 ）

一 、 ゴ ラ ン 高 原 国 際 平 和 協 力 業 務 の 実 施 の 状 況 に

つ い て （ 決 定 ）（ 内 閣 府 本 府 ・ 外 務 ・ 防 衛 省 ）

〇 法 律 案

一 、 裁 判 所 職 員 定 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案

（ 決 定 ）（ 法 務 省 ）

一 、 公 立 高 等 学 校 に 係 る 授 業 料 の 不 徴 収 及 び 高 等

学 校 等 就 学 支 援 金 の 支 給 に 関 す る 法 律 案 （ 決 定 ）

（ 文 部 科 学 ・ 財 務 省 ）

一 、 平 成 二 十 二 年 度 に お け る 子 ど も 手 当 の 支 給 に

関 す る 法 律 案 （ 決 定 ）（ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ）

一 、 介 護 保 険 法 施 行 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案

（ 決 定 ）（ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ）

一 、 雇 用 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）

（ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ）

一 、 国 土 調 査 促 進 特 別 措 置 法 及 び 国 土 調 査 法 の 一

部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）（ 国 土 交 通 省 ）

一 、 国 の 直 轄 事 業 に 係 る 都 道 府 県 等 の 維 持 管 理 負

担 金 の 廃 止 等 の た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る

法 律 案 （ 決 定 ）（ 国 土 交 通 ・ 財 務 省 ）

一 、 海 洋 汚 染 等 及 び 海 上 災 害 の 防 止 に 関 す る 法 律

等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）（ 国 土 交 通 ・

環 境 省 ）

された森林開発公団法の一部を改正する法律（平
成11年法律第70号）附則第８条の規定による廃止
前の農用地整備公団法（昭和49年法律第43号）第
23条第２項において準用する土地改良法（昭和24

年法律第195号）第54条第４項の規定に基づき、
その旨公告する。
平成 22年２月２日

農林水産大臣 赤松 広隆

次の被相続人について、相続人のあることが明
らかでないので、その相続財産の管理人を次のと
おり選任した。

相続財産管理人の選任

平成２１年（家）第２８４９号
京都府宇治市大久保町旦椋50番地の１ 府営
西大久保団地31棟504号
申立人 沖本 和子
本籍京都府宇治市大久保町旦椋50番地１、最
後の住所申立人の住所に同じ、死亡の場所京
都府宇治市、死亡年月日平成21年３月３日、
出生の場所高知県幡多郡、出生年月日昭和16

年６月１日、職業アルバイト
被相続人 亡 沖本 正春
事務所京都市中京区河原町二条南西角 河原
町二条ビル５階 京都総合法律事務所
相続財産管理人 弁護士 戸田 洋平

京都家庭裁判所

平成２１年（家）第３００号
山梨県山梨市東2027番地２
申立人 上原ノリ子
本籍東京都墨田区業平５丁目８番地１、最後
の住所静岡県伊東市桜ガ丘２丁目１番18号
柿戸アパート２Ｆ、死亡の場所静岡県伊東市、
死亡年月日平成21年８月７日、出生の場所東
京府東京市本所区、出生年月日昭和14年３月
４日、職業無職
被相続人 亡 風間 鋭勝
事務所東京都新宿区西新宿８丁目14番17`

407号
相続財産管理人 弁護士 山田 光政

静岡家庭裁判所熱海出張所
平成２１年（家）第３７０５号
愛知県安城市今本町１丁目９番19号
申立人 神谷 冴子
本籍愛知県豊田市扶桑町６丁目71番地、最後
の住所名古屋市天白区弥生が岡107番地、死
亡の場所名古屋市天白区、死亡年月日平成21

年８月11日頃から８月20日頃までの間、出生
の場所愛知県西加茂郡高橋村、出生年月日昭
和２年11月３日、職業不詳
被相続人 亡 古井 幸代
事務所名古屋市中区丸の内３`７`９ チサ
ンマンション丸の内第２`205 桜法律事務
所
相続財産管理人 弁護士 廣井 雅治

名古屋家庭裁判所
平成２１年（家）第１２２１号
愛知県蒲郡市神明町12番20号
申立人 三河信用組合
本籍愛知県蒲郡市三谷町惣作３番地１、最後
の住所愛知県岡崎市中島町字カラムシ１番地
１ ネオシティ岡崎南910、死亡の場所愛知
県岡崎市、死亡年月日平成20年４月22日、出
生の場所愛知県宝飯郡三谷町、出生年月日昭
和８年９月23日、職業不詳
被相続人 亡 平野 利之

愛知県豊橋市向山大池町５番地６、事務所愛
知県豊橋市前田南町１丁目１番地の１ 伊藤
隆穂法律事務所
相続財産管理人 弁護士 伊藤 隆穂

名古屋家庭裁判所岡崎支部
平成２１年（家）第１１２３号
滋賀県甲賀市信楽町黄瀬1020番地19

申立人 松下 好朗
本籍申立人の住所に同じ、最後の住所申立人
の住所に同じ、死亡の場所滋賀県甲賀市、死
亡年月日平成21年３月19日、出生の場所滋賀
県甲賀郡信楽町、出生年月日昭和27年７月７
日、職業会社員
被相続人 亡 松下 道子
事務所滋賀県大津市京町２丁目１番18号初音
ビル２階
相続財産管理人 弁護士 古山 力

大津家庭裁判所
平成２１年（家）第５０７９号
滋賀県蒲生郡日野町大字蓮花寺931番地
申立人 泉 治夫
本籍滋賀県蒲生郡蒲生町大字川合1555番地、
最後の住所本籍に同じ、死亡の場所滋賀県東
近江市、死亡年月日平成17年６月13日、出生
の場所滋賀県蒲生郡桜川村、出生年月日昭和
29年８月19日、職業無職
被相続人 亡 野澤 昭男
事務所滋賀県近江八幡市堀上町173番地中原
司法書士事務所
相続財産管理人 中原 淳

大津家庭裁判所彦根支部
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